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虐待防止 
１．身体的拘束等の適正化に関する基本的な考え方 

(1) 施設としての理念 
障がい者に対する虐待はその尊厳を害するものであり、障がい者の自立と社会参加に

とって障がい者虐待の防止を図ることが極めて重要です。本施設は、利用者一人一人

の尊厳を尊重し自立と社会参加を支援するために、虐待の予防及び早期発見その他障

がい者虐待の防止に努めます。 
    

(2) 虐待に該当する具体的な行為 

 

(3) 施設としての方針 
次の仕組みを通して虐待防止に努めます。 
① 利用者の尊厳を害する虐待が決して起きないように、年に２回以上の研修を実

施します。また三か月に１回以上虐待防止委員会を開き、職員がセルフチェッ

クを行い自省する場を設けることで虐待発生を未然に防ぎます。 
② 報告様式を徹底することで、早急に発見・対応できるようにできるようにしま

す。もし事例が発見された場合は検証と分析を行い、再発防止策を立て翌月末

に再度検証を行います。 
 

＜参考＞障がい者福祉施設等における 障がい者虐待の防止と対応の手引き (平成30年６⽉
現在) 
 
これらの事業に従事する人たちが、次の行為を行った場合を「障がい者福祉施設従事者等に

よる障がい者虐待」と定義しています。（第２条第７項） （厚生労働省） 
① 身体的虐待：障がい者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、

又は正当な理由なく障がい者の身体を拘束すること。  
② 性的虐待 ：障がい者にわいせつな行為をすること又は障がい者をしてわいせつな行為を

させること。 
③ 心理的虐待：障がい者に対する著しい暴言、著しく拒絶的な対応又は不当な差別的な言

動その他の障がい者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。 
④ 放棄・放置：障がい者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、他の利用者に

よ る①から③までに掲げる行為と同様の行為の放置その他の障がい者を養護すべき 職
務上の 義務を著しく怠ること。  

⑤経済的虐待：障がい者の財産を不当に処分することその他障がい者から不当に財産上の利 
益を得ること。 
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２．虐待防止のための体制 

(1) 虐待防止委員会の設置及び開催 
虐待防止委員会を設置し、本施設で虐待防止を目指すための取組等の確認・改善を

検討します。過去に虐待行為が仮にあった場合には、再発防止策が実施されているか

どうかの確認を含みます。委員会は三か月に一度以上の頻度で開催します。また、当

月の業務内で虐待に繋がりかねない支援がなかったか、確認を行います。 
(2) 構成員の役割 

・招集者：法人代表 奥井嘉明 
・記録者：児童発達支援・放課後等デイサービスりあん 担当者 

          就労継続支援 A型リアンサービス 担当者 
(3) 委員会の検討項目 

① 前回の振り返り 
② 5種類の虐待の再確認 
③ 虐待が発生し防止策を検討していた場合、再発防止策が徹底して行われていた

かを確認します。また意識啓発が必要な事項の見直しを行います。 
④ 虐待の発生がない場合には、意識啓発や予防策など必要な事項の確認・見直し

を行います。具体的には、当月の業務内で虐待になりかねない対応の有無を確

認します。 
⑤ 支援が適切であるかのセルフチェック 
⑥ 今後の予定（研修・次回委員会） 
⑦ 今回の議論のまとめ・共有 

(4) 記録及び周知 
委員会での検討内容を、定められた記録様式に記入し、作成・説明・保管する。ま

た委員会の結果について、職員その他の従業員に周知徹底します。 
 

３．身体的拘束等適正化のための研修 
(1) 研修の開催・項目 
虐待防止の為、職員その他の従業員を対象とした研修を、職員採用時のほか年に二

回以上の頻度で定期的に行います。研修においては虐待防止の基礎的内容等適切な知

識を普及・啓発するための講義視聴と、職員間での事例検討会といった実践を行いま

す。 
(2) 研修の記録 
研修の実施に当たっては、実施者・実施日・実施場所・研修名・内容（研修概要）

を記載した記録を作成します。 
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４．虐待発生時の対応に関する基本方針 

虐待の事例が報告された場合には、以下に示されている所定の記録用紙にて、状況

の記録及び報告を行うこととします。通報者の聞き取り以外に、職員への事例報告及

び聞き取りを行い、緊急で委員会を開きます。委員会内では、事例の分析及び再発防

止策について話し合い記録用紙に記入します。その後対応経過を記録し、事例発生翌

月末を目安に対応策の効果を検証する委員会を開催します。 
 
５．利用者及びご家族等による本指針の閲覧 

本指針は、本施設で使⽤するファイルに綴り、全ての職員が閲覧を可能とするほか、 
利⽤者やご家族が閲覧できるように施設への掲⽰や施設ホームページへ掲載します。  
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